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 近年、急速なグローバル化の中で、国境を越える人々の移動が頻繁になっている。日本

においても同様であり、1970 年代以降に外国人労働者を受け入れはじめ、労働市場の国際

化が進んでいる。法務省入国管理局のデータによれば、外国人登録者数は、1996 年の

1,415,136 人から 2017 年の 2,561,848 へと 21 年間で約 115 万人増加している［法務省

2003；2017］1。その結果、国境を越える子どもが増え、日本の学校でも急速に多国籍化、

多民族化、多文化化が進んでおり、日本という異文化の中での教育が問題となっている。

加賀美は、教育の問題は言語の獲得に発し、アイデンティティの形成・保持、子どもから

成人までの人格形成と関係があると指摘している［加賀美 2013：19］。 

 現在までに在日外国人児童生徒の学校での学習の諸問題に対応して、学校および外部団

体の学習支援が行われている。支援を受けて児童生徒の学習をめぐる状況は以前より良く

なっているはずであるが、日本人の高校進学率の 98％と比較して、外国につながる児童生

徒の高校進学率は 58％にとどまるといわれており［宮島 2013：129,131］、日本人の高校

進学率との乖離があり、児童生徒の学習支援には充分な成果が出ているとはいえない。 

それはなぜだろうか。子どもたちのニーズと支援側が提供するサービスに何らかのずれが

あるのではないか。この問題を解決するためには受け手である外国人の子どもたちの学習

の現状を適切に把握する必要がある。本研究は、児童生徒の日本における放課後の学習面

での困難と支援における課題を明らかにするために、外国からの児童生徒と彼らの両親、

および支援関係者にインタビューを行い、どのような学習問題があるのか、どのような支

援を求めているのか、どこに支援側の課題があるのかを探る。 

 本論文の構成は以下の通りである。「はじめに」の中に、本研究の背景と問題提起を説

明した。次に、第１章では、在日外国人児童生徒に関する政策について論じた。第１節で

は、法務省が発表している外国人登録者統計から読みとれる日本の外国人登録者数の推移

の現状を把握した。具体的には、2008 年のリーマンショックと 2011 年 3 月の東日本大震

災により来日する外国人登録者数は急減したが、2013 年から再度増加し、今まで増加傾向

が続いている状況を概観した。第２節では、文部科学省が発表しているデータより日本語

指導が必要な児童生徒の状況を把握した。具体的には、2006 年から 2016 年までの 10 年間

に日本語指導が必要な外国籍の児童の数が、学校種別、地域別、母国語別などの視点から

見てどのように変化しているかを見た。第 3 節では、在日外国人児童生徒を対象とした教

育政策の展開を概観した。 

 第 2 章では、文献を参考にしながら、在日外国人児童生徒の教育に関する諸問題を確認

した。具体的には、日本語の問題、学校への適応の問題、日本の学校側の問題、進学率の

低さなどについて述べた。 

 第 3 章は、神奈川県横浜市と大和市にまたがる県営 X 団地で活動している X 支援組織の

学習支援に通っている 3 人の中国人児童生徒の事例研究である。第 1 節では、在日中国人

                                                   
1 法務省入国管理局. 平成 12 年における外国人及び日本人の出入国者統計について(2018 年 4 月 27 日

閲覧)http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/press_010330-2_010330-2.html  

  法務省入国管理局. 平成 29 年末現在における在留外国人数について（確定値）(2018 年 4 月 27 日閲

覧) http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri04_00073.html 

http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/press_010330-2_010330-2.html
http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri04_00073.html
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登録者の在留資格や全国での在住分布の状況、在日中国人児童生徒の在学状況について概

観した。第 2 節では、調査の概要、調査方法、対象者の属性について説明した。第 3 節で

は、児童生徒ごとに、児童生徒、保護者に対するインタビュー調査をまとめ、各児童生徒

の来日から現在までの経験、受けた支援、学習に対する意識及び、放課後の学習実態を個

別に明らかにした。 

第 4 章は、在日中国人児童生徒に対する支援課題について述べた。具体的には在日中国

人児童生徒に対する学習支援者（X 支援組織のスタッフ）と児童生徒の担当教員のインタ

ビュー結果から、児童生徒の学習問題をどのように把握し、どのように支援内容を決定し、

何が課題だと認識しているのか等を明らかにした。そして、第 3 章の結果と合わせて、対

象となった児童生徒の学習実態の共通点と相違点を見出し、児童生徒が自分で改善できる

点、その保護者、学校と教員、地域支援者が支援できる点について検討した。 

「終わりに」では、本論文の概要を総括した。詳しく外国につながる児童生徒の教育問題

を、日本の教育全体の課題として考え、日本語学習をはじめ、進学のための学力保障、居

場所を確立するための長期的な支援者の必要性、およびよく児童生徒の学習実態を把握し、

サポートしてあげるために支援者間（保護者、学校の教員、支援組織の支援者）の連携を

図る支援体制が重要であることを提言した。
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